
- 1 - 

   府中市社会福祉士資格取得費用等助成要綱 

平成３０年 ９ 月１２日 

要綱第７１号 

（趣旨) 

第１条 この要綱は、専門的な知識や技術を有する社会福祉事業等従事者の拡充

を図り、もって市内における適切かつ安定した福祉サービスの提供を図るため、

社会福祉士の資格の取得又は介護職員初任者研修の受講に要する費用の全部又

は一部を助成することについて、必要な事項を定めるものとする。 

 （助成金の種類等） 

第２条 この要綱による助成金の種類、助成金の交付の対象となる者（以下「助

成対象者」という。）、助成金の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）

及び助成金の額（以下「助成額」という。）は、別表に定めるとおりとする。 

（交付の申請） 

第３条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、申請書

に必要な書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

 （交付の決定） 

第４条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、助

成金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により助成金の交付の可否を決定したときは、通知書に

より申請者に通知するものとする。 

 （助成金の請求） 

第５条 前条第２項の規定により助成金の交付の決定の通知を受けた者（以下「助

成決定者」という。）は、請求書により市長に助成金を請求するものとする。 

 （変更の届出） 

第６条 助成決定者は、申請した内容に変更が生じたときは、変更届に関係書類

を添えて市長に提出しなければならない。 

 （助成決定の取消し） 

第７条 市長は、助成決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、第４条第

１項の規定による助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 (1) 偽りその他不正の手段により助成の決定を受けたとき。 

 (2) 助成金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 
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 （助成金の返還） 

第８条 市長は、前条の規定により助成金の交付の決定の取消しをした場合であ

って、当該取消しに係る部分について既に助成金を交付しているときは、助成

決定者に助成金の全部又は一部を返還させるものとする。 

 （延滞金） 

第９条 市長は、前条の規定により返還を命じた者が返還するべき額を納期日ま

でに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、そ

の未納額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円未

満の場合を除く。）を納付させるものとする。 

（違約加算金） 

第１０条 第８条の規定により助成金の返還を命じたときは、助成決定者にその

命令に係る助成金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該助成額（そ

の一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）

につき年１０．９５パーセントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の

場合を除く。）を納付させるものとする。 

 （様式） 

第１１条 この要綱の施行について必要な様式は別に定める。 

 （雑則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

   付 則 

 この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。 

   付 則（令和元年１２月１３日要綱第４４号） 

この要綱は、令和元年１２月１３日から施行する。 

  付 則（令和６年３月２１日要綱２３号） 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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別表（第２条） 

 助成金の種類、助成対象者、助成対象経費及び助成額 

助成金の種類 助成対象者 助成対象経費 助成額 

社会福祉士

資格取得費

用助成金 

次に掲げる全ての要件を満たす者とする。ただ

し、市長が特に必要と認める場合は、この限りで

ない。 

(1) 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法

律第３０号。以下「法」という。）第７条第２

号又は第３号に該当する者として受験した社

会福祉士試験に合格した者であって、合格した

旨の証明書の交付を受けてから１年を経過し

ていないものであること。 

(2) 社会福祉士として、市内の社会福祉士就労事

業所において３月以上継続して就労している

者（労働者派遣により就労している者を除く。）

であること。 

(3) 同種の助成金その他の給付金（教育訓練給付

金等を除く。）を受けていないこと。 

養成施設の入

学選考料及び

学費（入学金、

授業料、実習

費、テキスト

代等を含む。） 

次に掲げる額を比

較して、いずれか

少ないほうの額

（１，０００円未

満の端数が生じた

ときはこれを切り

捨てる。）。ただし、

１０万円を限度と

する。 

(1) 助成対象経費

から助成対象者

が受けた教育訓

練給付金等の額

を除いて得た額 

(2) 助成対象経費

に３分の１を乗

じて得た額 

介護職員初

任者研修費

用助成金 

次に掲げる全ての要件を満たす者とする。ただ

し、市長が特に必要と認める場合は、この限りで

ない。 

(1) 介護職員初任者研修課程（以下「研修」とい

う。）を修了した者であって、修了した旨の証

明書の交付を受けてから９月を経過していな

いものであること。 

(2) 訪問介護員又はこれに準ずる者として、市内

の介護職員等就労事業所において３月以上継

続して就労しているもの（労働者派遣により就

労している者を除く。）であること。ただし、

当該者が登録ヘルパーである場合は、就労を開

始した日から第３条の規定により申請をする

日までの間の従事時間が９０時間を超えてい

る場合に限る。 

(3) 同種の助成金その他の給付金（教育訓練給付 

金等を除く。）を受けていないこと。 

研修の受講料

（ テ キ ス ト

代、演習費用

等を含む。） 

 

助成対象経費から

助成対象者が受け

た教育訓練給付金

等の額を除いて得

た額（１，０００

円未満の端数が生

じたときはこれを

切り捨てる。）。た

だし、８万円を限

度とする。 

 備考 この表において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

おりとする。 

  (1) 社会福祉士試験 法第５条に規定する社会福祉試験をいう。 

  (2) 社会福祉士 法第２条第１項に規定する者をいう。 

  (3) 社会福祉士就労事業所 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条

第１項に規定する社会福祉事業を行う事業所、同法第２６条第１項に規定

する公益事業を行う事業所その他の社会福祉士が就労する福祉施設又は福
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祉に関する事業所であると市長が認めるものをいう。 

  (4) 労働者派遣 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護

等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）第２条第２号に規定する労働

者派遣をいう。 

  (5) 養成施設 法第７条第２号に規定する社会福祉士短期養成施設等及び同

条第３号に規定する社会福祉士一般養成施設等をいう。 

  (6) 教育訓練給付金等 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第６０条

の２第１項に規定する教育訓練給付金、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭

和３９年法律第１２９号）第３１条第１号に規定する母子家庭自立支援教

育訓練給付金、同法第３１条の１０において準用する同法第３１条第１号

に規定する父子家庭自立支援教育訓練給付金及び勤務先から受けた修学に

係る費用をいう。 

  (7) 介護職員初任者研修課程 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第

３６号）第２２条の２３第１項に規定する介護職員初任者研修課程をいう。 

  (8) 訪問介護員 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２項の政

令で定める者をいう。 

  (9) 介護職員等就労事業所 介護保険法第１１５条の３２第１項に規定する

介護サービス事業者及び同法第１１５条の４５の３第１項に規定する指定

事業者がその事業を行う事業所、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

第５条の３に規定する老人福祉施設、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１項に

規定する障害者福祉サービス事業を行う事業所、同法第５条第１項に規定

する障害者支援施設、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の

２の２第１項に規定する障害者通所支援事業所、同法第７条第１項に規定

する児童福祉施設その他の訪問介護員及びこれに準ずる者が就労する福祉

施設及び福祉に関する事業所であると市長が認めるものをいう。 

  (10) 登録ヘルパー 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５

年法律第７６号）第２条に規定する短時間労働者であって、月、週又は日

の所定の労働時間が、一定期間ごとに作成される勤務表により、非定型的

に特定されるものをいう。 


